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} 得られた「標準点」と「加算点」及び「施
工体制評価点」の合計を当該入札者の入札
価格で除して算出した値（以下「評価値」
という。）を用いて落札者を決定する。
その概要を以下に示すが、具体的な技術
的要件及び入札の評価に関する基準等につ
いては、入札説明書において明記している。

] 評価項目
評価項目：以下に示す項目を評価項目とす
る。
{ 技術提案（施工計画含む）
| 施工能力等
} 信頼性・社会性
~ 施工体制（品質確保の実行性、施工体制
確保の確実性）

^ 落札者の決定方法
{ 入札参加者は価格をもって入札する。標
準点に加算点を加えた点数をその入札価格
で除した評価値｛評価値＝（標準点＋加算
点＋施工体制評価点）÷入札価格｝を算出
し、次の条件を満たした者のうち、算出し
た評価値が最も高い者を落札者とする。
ア 入札価格が、予決令第79条の規定に基
づいて作成された予定価格の制限の範囲
内で、かつ有効な入札であること。
イ 評価値が標準点（100点）を予定価格
で除した数値「基準評価値」を下回らな
いこと。

| 落札者となるべき者の入札価格が、予決
令第85条に基づく調査基準価格を下回る場
合は、予決令第86条の調査を行うものとす
る。

} 落札者となるべき者の入札価格によって
は、その者により当該契約の内容に適合し
た履行がなされないおそれがあると認めら
れるとき、又はその者と契約を締結するこ
とが公正な取引の秩序を乱すこととなるお
それがあって著しく不適当であると認めら
れるときは、入札価格が予定価格の範囲内
で、発注者の求める最低限の要求要件をす
べて満たして入札した他の者のうち、評価
値が最も高い者を落札者とすることがあ
る。

~ 上記|の調査及び落札者の決定方法等に
ついては、入札説明書によるものとする。

� 技術提案の方法 技術提案は入札説明書
に基づき作成するものとすること。

５ 入札手続等
\ 担当部署 〒010`8550 秋田県秋田市中通
５`９`16 東北森林管理局総務企画部経理
課支出係 電話：018`836`2186

] 入札説明書等の交付期間、場所及び方法
入札説明書等は、電子入札システムにより交
付するものとし、下記の期間内に電子入札シ
ステム内の「入札説明書等ダウンロードシス
テム」の「案件一覧表示」から入札説明書等
の必要な情報を入手すること。
ただし、やむを得ない事情等により発注者
の承諾を得て紙入札による場合は、下記の{

及び|において交付する。なお、紙入札によ
る場合は、発注者の指示する方法で交付する
ので、担当部署にその旨を申し出ること。
{ 交付期間 上記３の]と同じ期間。
| 交付場所 上記３の]と同じ場所。

^ 入札及び開札の日時、場所及び提出方法
入札書は、電子入札システムにより提出する
こと。ただし、やむを得ない事情により発注
者の承諾を得た場合は、紙入札による入札書
を持参又は郵送により提出すること。
{ 電子入札システムによる締め切りは、平
成27年１月14日午後４時とする。ただし、
電子入札システムによる入札の受付開始の
時期は、平成27年１月９日午前９時からと
する。

| 紙入札により入札する場合は、平成27年
１月15日午前10時までに東北森林管理局第
２会議室へ入札書を持参すること。
なお、郵送により入札書を提出する場合
は、平成27年１月14日午後４時までに東北
森林管理局総務企画部経理課へ必着とす
る。この場合の入札書の日付は、平成27年
１月15日とする。

} 開札は、平成27年１月15日午前10時に東
北森林管理局第２会議室において行う。た
だし、入札及び開札日時に変更がある場合
には、変更公告、競争入札参加資格通知書
等により変更後の日時を通知する。

~ 紙入札による競争入札への参加に当たっ
ては、支出負担行為担当官により競争参加
資格があると確認された旨の通知書の写し
及び委任状がある場合は委任状を持参する
こと。

６ その他
\ 入札及び契約手続きにおいて使用する言語
及び通貨 日本語及び日本国通貨。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除。
| 契約保証金 納付。
ただし、利付国債の提供又は金融機関若
しくは保証事業会社（公共工事の前払金保
証事業に関する法律（昭和27年法律第184

号）第２条第４項に規定する保証事業会社
をいう。）の保証をもって契約保証金の納付
に代えることができる。
また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

^ 工事費内訳書の提出 第１回の入札に際
し、第１回の入札書に記載される入札金額に
対応した工事費内訳書を、電子入札システム
により提出すること。紙入札の場合は、入札
書とともに工事費内訳書を提出すること。な
お、詳細は入札説明書による。
工事費内訳書の様式は任意であるが、少な
くとも数量、単価、金額等を明らかにするこ
と。
なお、入札の際に工事内訳書が未提出又は
提出された工事費内訳書が未記入である等不
備がある場合は、当該工事費内訳書の提出業
者の入札を無効とすることがある。
また、提出された工事費内訳書を必要に応
じ公正取引委員会に提出する場合がある。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者が行った入札、技術提案書等に虚偽
の記載をした者の入札又は入札に関する条件
に違反した入札は無効とする。

` 配置予定監理技術者の確認 落札者決定
後、ＣＯＲＩＮＳ等により配置予定の監理技
術者等の専任制違反の事実が確認された場
合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものと
して承認された場合の他は、配置予定監理技
術者等の変更は認められない。

a 契約書作成の要否 要。
b 関連情報を入手するための照会窓口 上記
５\に同じ。

c 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２^に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記３]により技
術提案書等を提出することができるが、競争
に参加するためには、開札の時において、当
該資格の認定を受け、かつ競争参加資格の確
認を受けなければならない。

d 施工体制確認のための資料の提出要請及び
ヒアリング 施工体制確認のため、追加資料
の提出を求め、ヒアリングを実施することが
ある。

e 本案件は、技術提案書等の提出及び入札を
電子入札システムで行うものであり、詳細に
ついては、入札説明書及び電子入札システム
運用基準（平成16年７月林野庁）による。

Ĉ 詳細は入札説明書による。
D̂ 本工事は、「共通仮設費のうち営繕費」及び
「現場管理費のうち労務管理費」の下記に示
す費用（以下「実績変更対象費」という。）に
ついて、工事実施に当たって不足する技術者
や技能者を広域的に確保せざるを得ない場合
も考えられることから、契約締結後、労働者
確保に要する方策に変更が生じ、森林整備保
全事業設計積算要領に基づく金額相当では適
正な工事の実施が困難になった場合は、実績
変更対象費の支出実績を踏まえて最終精算変
更時点で設計変更する試行工事である。
営繕費：労働者送迎費、宿泊費、借上費（宿
泊費、借上費については、労務者確保に係る
ものに限る。）
労務管理費：募集及び解散に要する費用、
賃金以外の食事、通勤等に要する費用

７ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Ryuichi Tobiyama, Direc-

tor General of Touhoku Regional Forest

Office

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Tunnel-

ing work in Ookura-mura, Mogami-gun,

Yamagata prefecture

_ Time limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 4 : 00 PM, 1 Decemder 2014

` Time limit for the submission of tender

For electronic or postal submission : 4 : 00

PM, 14 January 2015 For submission by

hand : 10 : 00 AM, 15 January 2015

a Contact point for tender documentation :

Disbursements Section, Accounting Divi-

sion, Touhoku Regional Forest Office, 5－
9`16 Nakadoori Akita City Akita prefec-

ture 010`8550 Japan. TEL 018`836`2186™
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